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まえがき（活動内容の要旨） 

 

本研究会では平成２３年度の福島第一原子力発電所事故発生後、シビアアクシデント及

び原子力安全に関する様々な検討及び活動を行なってきた。その中には福島第一事故の経

過の確認、及び原因の究明、過去にシビアアクシデントを起こした海外プラントの事故時

の対応、及び事故後の短期、及び長期の対応について調査、欧米におけるシビアアクシデ

ント対策の調査・検討、更には国内プラントでの新たな安全対策の一つであるフィルタ付

きベントシステム(FCVS)に関する検討等がある。 

これらの流れを踏まえ、本研究会では以下の項目に重点を置いて活動を行なった。 

 

○ 我が国で平成２５年７月に施行された新規制基準において，福島第一原子力発電所事

故を受けてシビアアクシデントに対する規制の見直しが行われ，FCVS の設置が義務付

けられ，FCVS に関する規制に関しても見直しが行われている。原子力発電所の安全性

向上への取り組み・検討に資するため、中立・公正な立場より、欧州主要国における

FCVS に対する事業者のプラント運用等に関する調査を行うとともに、国内における運

用及び手順等の方針、課題について整理し、技術評価を実施した。これらの検討結果

を規定当局に情報提供するとともに、学会発表や日本機械学会ホームページの掲載な

どにより情報公開を進めてきた。最終的に平成３０年３月に報告書にまとめ、日本機

械学会の出版承認手続きを経て、同年８月に、日本機械学会 編,フィルタベントワー

キンググループ 著（主査 奈良林 直 監修）「フィルタベント ～原子力安全の切り札

を徹底解説～」として出版し、９月の日本機械学会年次大会の市民開放行事で、その

本の内容を紹介した。 

 

○ 平成２９年度は、新規制基準対応として整備されていている主にモバイル機器の保守

管理や、運用を確立することが必要であるので、シビアアクシデント時の対応、特に

モバイル機器の在り方や緊急時支援組織について、フランス、アメリカ、スイスの海

外事例を訪問調査した。特に、アメリカで整備が進んでいる FLEX について現地の発電

所、SAFER 基地、規制当局との議論を通じて、発電所外における緊急支援の重要性を

強く認識する事が出来た。フランス、スイスでも同様の支援組織と支援物資が国レベ

ルで準備されている。 

 

○ また、工事認可取得後５年以内に設置が義務付けられている特定重大事故等対処施設

（以下特重施設という）についても、海外事例の現地調査などを通じて、その位置づ

けを評価した。特に特重施設に対する保全の在り方について、協議・検討を行った。

具体的には、スイスの原子力発電所などの調査を行った結果なども参考にした上で、
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特重施設の規制要求上の位置付けを整理し、この成果を、報告書に取りまとめるとと

もに、日本機械学会ホームページに掲載した。 

 

平成３０年度は、これらの成果を踏まえ、「リスク低減のための最適な原子力安全規制に

関する研究会」として新たにリスク低減を主体として取り組む研究会として再出発した。 

福島事故後、国内の各原子力発電所ではさまざまな安全対応が進められてきており、こ

れらの安全対策の有効性確認や作動の信頼性を確保するための保全対象機器や系統が増え

たことから、リスクベースの保全活動、特にオンラインメンテナンスが必要となった。 

なかでも、令和２年４月からは、原子力規制庁の規制検査は、米国 NRC の原子炉監督プ

ロセス（ROP）が主体となり、検査方法も、機器や系統の検査は事業者検査、その検査の妥

当性を規制側が規制検査で確認する。我が国では、プラント毎に設置されているモバイル

機器を中心としたシビアアクシデント（SA）対策とともに、恒設型の SA機器もあり、これ

らの SA機器をオンラインメンテナンスに移行することにより、停止時検査（従来の定期検

査）での人的・時間的な負荷を軽減し、また余裕を持った保全活動や事業者検査ができる

ことから、リスクの低減につながると予想される。平成３０年度は、リスク低減を目的と

してリスク情報に基づく SA機器のオンラインメンテナンスの実施の論理構築、海外調査に

よる米国でのオンラインメンテナンスの基本的な考え方やそのメリットについて調査を行

った。本報告書は、これらの成果についてまとめたものである。 
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Ⅰ 研究結果 
Ⅰ－1. SA 設備のオンラインメンテナンスの考え方 

本研究会では今年度、SA設備のオンラインメンテナンスの考え方について検討を実施し、

研究会意見として纏めるとともに、日本機械学会ホームページに公開した。 
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Ｉ－2. 海外視察 
本年度は、今後の安全規制の高度化に資することを目的として、 
①運転期間の延長 
②RI-ISI 
③FLEX 機器運用によるリスク低減 

の３つのテーマについて情報収集するため、平成３０年１１月１２日から１６日にかけて、

米国を訪問した。訪問先は、LaSalle 原子力発電所、EXELON 本社、D.C. Cook 原子力発電

所、EPRI PALO ALTO 研究所である。視察の成果は、次頁以降にまとめた。 
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平成 30 年度 日本機械学会  

ﾘｽｸ低減のための最適な原子力安全規制に関する研究会 海外訪問調査結果（まとめ）について 

 
1. 日程、訪問先、主な調査 

日程 訪問先 主な調査 

11/12（月） LaSalle NPP 
・運転期間の延長 
・RI-ISI 
・FLEX 機器 

11/13（火） Exelon 社 本社 
・運転期間の延長 
・RI-ISI 
・FLEX 機器 

11/14（水） D.C. Cook NPP 
・運転期間の延長 
・RI-ISI 
・FLEX 機器 

11/16（金） 
EPRI 
(PALO ALTO） 

・運転期間の延長 
・RI-ISI 
・FLEX 機器 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本から 

バス移動 日本へ 

4 

D.C.COOK NPP 

 
3 EXELON本社 

 
2 LaSalle NPP 

 
1 
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2. 調査参加者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏名 備考

◎岡本 孝司 東京大学 工学系研究科　原子力国際専攻 教授

〇奈良林　直 東京工業大学 科学技術創成研究院　先導原子力研究所 教授

 吉川　祐明 東北電力株式会社 女川原子力発電所保全部原子炉グループ

小林　達郎 東京電力ホールディングス株式会社 ワシントン事務所

髙橋　嘉明 東京電力ホールディングス株式会社 原子力設備管理部　規格基準グループ

田辺　匡亮 東京電力ホールディングス株式会社 EPRI駐在

木村　浩樹 中部電力株式会社 EPRI駐在

安田　宗浩 関西電力株式会社 原子力事業本部　原子力技術部門　プラント・保全技術グループ

藤崎 恭史 関西電力株式会社 原子力事業本部　原子力技術部門　高経年対策グループ

西原　亮 四国電力株式会社 EPRI駐在

岡田　　誠 中国電力株式会社 島根原子力発電所保修部（原子炉）

西　優弥 東芝エネルギーシステムズ株式会社 原子力機械システム設計部

田村　晴彦 三菱重工業株式会社 原子力事業部 建設・保全技術部 軽水炉保全プロジェクト課

酒井　健 日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社 原子力O&Mサービス技術部　プロジェクト管理グループ

【事務局】

大久保　友輝夫 日本エヌ・ユー・エス株式会社

(注1）◎は団長。〇は副団長

所属
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３．訪問調査の概要 

今後の安全規制の高度化に資することを目的として、海外訪問調査として以下の 3テー

マを設定した。 

 ①運転期間の延長（2回目の延長申請も含む） 

 ②RI-ISI 

 ③FLEX 機器運用によるリスク低減 

以上の 3つのテーマについて全ての訪問先から情報収集することができた。 

 

（１）調査内容 

【LaSalle原子力発電所】 

－ 運転期間の延長及び RI-ISIに関する意見交換 

－ 発電所内の FLEX 機器の視察 

－ FLEX機器の PRA への取組みに関する意見交換 

【EXELON本社】 

－ 運転期間の延長、二回目の運転期間の延長、RI-ISI 及び FLEX 機器の PRAへ

の取組みに関する意見交換  

【D.C. Cook原子力発電所】 

－ 運転期間の延長、RI-ISI 及び FLEX機器の PRAへの取組みに関する意見交換 

－ 発電所内の FLEX 機器及び保管建屋の視察 

－ 使用済燃料の乾式貯蔵キャスクに関する意見交換 

－ プラントシミュレーターの視察 

【EPRI PALO ALTO 研究所】 

－ 運転期間の延長、二回目の運転期間の延長、RI-ISI 及び FLEX 機器の PRAへ

の取組みに関する意見交換  

 

（２）調査結果 

①運転期間の延長（2 回目の延長申請も含む） 

【長期運転に関する EPRIの研究活動】 

－ 2010年から始まった LTOプログラムにより技術面で 80年の運転認可更新に必

要な研究開発に取り組んでおり、技術的知見を提供している。 

－ EPRIは、技術面で運転認可更新を支援する立場として、IAEA と協力し IGALL

を進めてきた。 
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【長期運転に関する経済性】 

－ SLR 費用は約 3,000万ドル。新設(約 100億ドル)より経済性に優れる。 

－ 高経年化プラントで保修費用を抑えるため、 10CFR50.69に基づきサーベイラ

ンス頻度管理および価値基準保全イニシアティブで PRAを実施している。 

 

【長期運転に関する対策・活動】 

－ どの発電所も、長期運転について自治体や地元住民に向けた理解活動を展開

している。 

－ D.C.Cook発電所では、BFBの保全対策としてアップフロー化を実施している。

（日本国内は既にアップフロー化済みである）  

－ LaSalle発電所では 60年運転の際に支障となる劣化は確認されていない。 

－ SLR を申請した PeachBottom 発電所は、原子炉容器や炉内構造物等の LR時と

同じ設備がクリティカルになると考えている。 

 

②RI-ISI 

  【BWR】 

－ 米国ではリスクインフォームドによる RPV検査や ISIの実施要求の一部免除

を実施している。 

－ 規制、事業者、産業界等、関係者が対等な立場で議論・実現した。 

－ 従来の決定論による検査から炉心損傷に影響する設備機器を中心に検査を実

施している。 

－ RI-ISI を実施することで、プラントの安全性・経済性を向上している。 

 

【PWR】 

－ 従来の EPRI 手法での RI-ISI適用実績をふまえ、評価を合理化した手法 ※ (作

業物量を低減)として、Streamlined RI-ISIがあり、現在、米国の 50以上の

プラントでの適用実績がある。 

    ※：破損した場合の影響度合いに応じて、影響度分類を 2分類に単純化 

－  D.C.Cookでは、Streamlined RI-ISIを適用し、合理的に検査箇所を低減し

ている。(評価し、検査対象外とした箇所での不具合の発生も無し） 

 

 ③FLEX 機器運用によるリスク低減 

－ FLEX戦略は、 ２０１１年３月１１日の大震災後に NRCの外的事象に対する要

求（EA-１２-０４９）により、米国産業界側で制定した導入ガイド（NEI12‐

06）に基づき各事業者で実施している。 
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－ FLEX機器はまだ導入後間もないため、リスク評価上でクレジットをとるため

に必要な運用、機器両方の信頼性についてまだ十分な情報が集まっていない。 

－ しかしながら、今後 D/Gの LCO逸脱時の許容待機除外時間（AOT）の延長等の

ために、リスク評価上で考慮するための準備を米国産業界側で進めている。 

－ 米国産業界は、ＦＬＥＸを考慮したリスク評価方法について、“NEI16-06”に

て、定性的評価、半定量的評価、詳細評価（PRA）の 3段階のアプローチを提

案している。 

－ 日本においても、今後可搬型設備を考慮したリスク評価を実施、活用すること

で、外部支援も考慮した設備配置、設備数、プラントの運用の検討が可能に

なり、安全性を維持向上させた上での合理化が実施可能と考える。 

 

（詳細は参考資料(別紙)の通り） 

以上 

 

 参考資料（原子力安全合同シンポジウム） 

平成３０年１２月２１日に、本研究会と日本保全学会の共催で、東京大学山上会館に

おいて、第４回原子力安全合同シンポジウムを開催した。本シンポジウムにおいては、

新検査制度の試運用開始とリスク情報の活用に関する議論を行い、本研究会は以下の資

料にて海外訪問調査の結果を発表した。 

 

１．米国における長期運転に向けた取組み 

２．米国における RI-ISIへの取り組み（前編） 

３．米国における RI-ISIへの取り組み（後編） 

４．米国における RI-ISIへの取り組みと FLEX 機器運用によるリスク低減 
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Ⅱ 提言 
 
平成 23 年 3 月 11 日の福島第一原子力発電所事故以降、本研究会では事故に直接関係す

る対応として事故原因の究明、事故の後処理、周辺環境の復旧、住民の生活向上・健康確

保等について検討を行うとともに、福島第一事故を踏まえた原子力発電の安全性向上に関

する事業者の対応、規制のあり方等について継続して調査検討を行ってきている。 

原子力関係者の努力により上記の対応は確実に進んでいると考えられるが、残念ながら

規制側の対応や、事業者の対応等において円滑に進んでいるとは言いがたい部分もある。

これらの認識を踏まえ本年度の提言としては以下のものを挙げる。 

 

【すべてのステークホルダーに対して】 

〇 シビアアクシデント対策のために、新たに追加設置されたシステム（SA 機器）の保全

に関しては、本報告書に取りまとめた成果を参考として、運転中保全の導入を含めた、

リスク低減策をとることが必要である。運転中保全によって、総合的なリスク低減に

つながることが多いことは、すでに、海外での経験や、本研究会の過去の報告書で明

らかである。硬直した安全の考え方では、逆に安全性を損なうという良い見本である。 

特に SA 機器は、極めてまれな事象に対するバックアップの意味が大きいので、SA機器

が待機除外になったとしても、リスクはほとんど増えない。一方で、SA 機器を意図的

に待機除外してメンテナンスを行う運転中保全を行うことで、SA 機器の信頼性を維持

向上することが可能となり、リスクの大きな低減につながる。すなわち、リスクを低

減するために、SA機器の積極的な運転中保全を行うことが必要である。 

国民の検討と安全を守るために、リスクを低減するという共通の目標に向かって、事

業者と規制当局を含む国が、十分な議論を行い、真の安全に向けた活動を進めること

が必須である。 

 

〇 本年度はシビアアクシデント対策として用意されている常設設備やモバイル設備の保

全の在り方について検討を行った。一方、セキュリティー対策として、SA 機器に加え

て追加設置されている特別重大事故対処設備については、その在り方について、本研

究会の昨年度報告書を参考に、見直しを含めた評価が必須である。リスクを低減する

という世界標準の考え方を、日本の原子力発電所にも導入することが必要である。 

 

【規制当局に対して】 

〇 規制当局は、法令に基づき規制を行う者として、事業者が十分な安全確保を合理的に

行えるよう監視、規制する役割があることを再度自覚し、我が国の規制内容を原子力

安全確保に有効なものにしていく義務がある。安全規制の目的は国民の安全と環境を
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守る事にあり、これは国民や事業者も共有している。いたずらに、独立性を確保しよ

うとするあまり、国民や事業者との対話を避ける事はあってはならない。 

また、安全規制は、総合的なリスク低減を行うことが目的でなければならない。特別

重大事故対処設備のように、セキュリティーのために、リスクを増加させる設備の設

置については、より慎重な対応が必須である。原子力の安全規制を原子力安全確保に

有効になることを旨として見直し、最適化すべきである。 

様々なステークホルダーから、規制が信頼を得ることができないと、悲劇であり、事

故が再発する。規制の役割を、トップから現場まで理解し活動することが重要であり、

そのため、規制委員会のトップマネジメントの重要性を指摘したい。是非、抜本的な

改善を進めてほしい。 

 

○ IAEA の規制に関する要求事項、世界の規制制度・検査制度を再度確認し、これら世界

標準から乖離しない規制を行うべきである。この意味で、これまでの当研究会の調査・

検討事項は大いに参考となる。 

 

○ 規制当局は原子力発電所の早期再起動の重要性について十分認識し、事業者との情交

換を積極的に行うとともに、安全性確保対策の優先度、重要度等を考慮し、科学的合

理的で迅速な審査を行うべきである。 
 

【事業者・メーカーに対して】 

○ 事業者には、安全に対する一義的な責任がある。事業者とメーカーが協力し、より安

全な原子力プラントの概念を作り上げ、提案すべきである。特に、新たに設置される

フィルターベントについてはその内容、有効性、運用の考え方等について十分検討し、

規制当局に対する積極的な説明対応、地元の理解促進のための努力を払うべきである。 

 

○ 事業者は原子力安全を最優先することに関して、運転・保守等保安活動のそれぞれの

立場からより具体的に何をすればよいかを検討し、実行すべきである。 

規制当局からの指摘を受けないことが、安全の目的ではない。事業者が安全を目的と

して、改善を続けていく姿勢を取り続けることをトップから現場までが強く認識し、

そのために労力を惜しまないことが必須である。 

 

○ 事業者等は自律的に安全向上を進める中で、独善的な考えに陥ることなく、世界各国

の安全対応についても十分な情報を入手して、自らの活動に反映すべきである。米国

の NEI のような機能を持つことも重要である。これらに対しては、これまでの当研究

会の調査・検討事項は大いに参考となると考えられる。 
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【日本機械学会に対して】 

○ わが国における原子力の安全を継続的に高めていくためには関係者が相互に意見を出

し合い、効果的で合理的な規制及びその対応を示していく必要がある。 

現在ともすれば規制側と事業者側の意思疎通が必ずしも十分でないといわれている中

で、学会の場で規制当局、事業者及び第三者である学識経験者等も交えて対等な立場

で議論することが期待される。 

 

○ ステークホルダーの一員である地元の方々、あるいはより広く国民の方々、更にはマ

スメディアに対し、原子力安全の理解を深めてもらうための情報発信が今後より重要

になってくる。 日本機械学会についても学会発表、インターネットの活用、雑誌への

掲載、書籍の出版等を通じて第三者的な立場でわかりやすく情報を発信することが期

待される。 

 

○ 現在原子力にかかわる学会として日本機械学会、日本保全学会、日本原子力学会等の

学会が活動しているが、必要な取り組みについて抜けがないように、各学会が相互に

連携をとり、それぞれの持ち味を生かして活動することが重要である。 
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